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保有個人情報の適切な管理のための措置に関する規程 
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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、知事の事務部局（以下「知事部局」という。）における個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号。以下「個人情報保護法」という。）に基づく保有個人情報の適切な管理の

ために講ずる措置について必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規程において使用する用語は、個人情報保護法において使用する用語の例による。 

 

第２章 管理体制 

 （総括保護管理者） 

第３条 知事部局に総括保護管理者１人を置く。 

２ 総括保護管理者は、総務部長をもって充てる。 

３ 総括保護管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 保有個人情報（知事部局の職員（以下「職員」という。）が職務上作成し、又は取得したものに

限る。以下同じ。）の管理に関する必要な措置の実施 

(2) 保有個人情報の管理に関する研修の実施 

(3) 保有個人情報の管理に係る重要な連絡、調整等を行うための会議の開催 

(4) 前各号に掲げるもののほか、保有個人情報の管理に関する事務の総括 

 （保護管理者） 

第４条 所掌事務に関する保有個人情報の管理の実施責任者として、次に掲げる組織（以下「課室等」

という。）ごとに保護管理者１人を置く。 

(1) 行政組織規則（昭和36年兵庫県規則第40号）第２章に規定する本庁の課又は室（秘書広報室及び

元町プロジェクト室を除く。） 

(2) 行政組織規則第４章に規定する地方機関のうち、県民局及び県民センターの次に掲げる内部組織 

ア 行政組織規則第75条に規定する室 

イ 行政組織規則第75条の２に規定する事務所 

ウ 消費生活センター、新温泉健康福祉事務所、但馬水産事務所、普及指導センター、土地改良事

務所、土地改良センター及び六甲治山事務所 
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(3) 行政組織規則第４章に規定する地方機関（県民局及び県民センターを除く。） 

２ 保護管理者は、課室等の長をもって充てる。 

３ 保護管理者は、その担任する事務に関する保有個人情報の管理について、次に掲げる事務を行うも

のとする。 

(1) 課室等における保有個人情報の管理に係る体制の整備 

(2) 保有個人情報の管理に関する課室等の職員の指導 

(3) 課室等における保有個人情報の適正な管理 

(4) 課室等における保有個人情報の管理状況の点検 

(5) 前各号に掲げるもののほか、保有個人情報の管理に関し必要な事務 

４ 保護管理者は、情報システムを利用して課室等における保有個人情報を取り扱うに当たっては、当

該情報システムを管理する課室等の長（以下「情報システム管理者」という。）と連携して、前項各

号の事務を行うものとする｡ 

 （保護主任） 

第５条 課室等に保護主任１人以上を置く。 

２ 保護主任は、本庁にあっては副課長、班長、主幹又は保護管理者が指名する者をもって充て、地方

機関にあっては副所長、課長その他の職員のうちから保護管理者が命ずる。 

３ 保護主任は、その担任する事務に関する保有個人情報の管理について、保護管理者の事務を補佐す

る。 

 （監査責任者） 

第６条 知事部局に監査責任者１人を置く。 

２ 監査責任者は、法務文書課県民情報官をもって充てる。 

３ 監査責任者は、知事部局における保有個人情報の管理状況の監査を行うものとする。 

 （職員の責務） 

第７条 職員は、個人情報保護法のほか、関連する法令並びに条例、規則、訓令及び規程並びに総括保

護管理者、保護管理者及び保護主任の指示に従い、保有個人情報を適正に管理しなければならない。 

 

   第３章 保有個人情報の安全管理 

 （保有個人情報の取扱いの制限） 

第８条 保護管理者は、職員が所掌事務又は業務を遂行する目的で保有個人情報を取り扱うに当たって、

当該保有個人情報を取り扱う職員をあらかじめ指定しておくものとする。 

２ 前項で指定した職員は、保有個人情報について次に掲げる行為を行う場合には、保護管理者及び保

護主任の指示に従い、複数の職員による確認を経ること等必要な措置を行うものとする。 

 (1) 保有個人情報の複製、加工及び訂正（個人情報保護法第90条第１項に規定する訂正をいう。） 

 (2) 保有個人情報が記録されている電磁的記録の送信 

(3) 保有個人情報が記録されている文書（電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。以下

同じ。）を含む。以下同じ。）の庁外への送付又は持ち出し 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、保有個人情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為 

 （安全管理に必要な措置） 

第９条 保護管理者は、保有個人情報が記録されている文書を安全に保管することができる場所を確保
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するものとする。 

２ 保護管理者は、保有個人情報が記録されている電磁的記録について、職員が前条第２項第２号及び

第３号に掲げる行為を行う場合には、当該電磁的記録にみだりに第三者に知らせてはならないものと

されている符号を設定することその他必要な措置を講ずるものとする。 

３ 保護管理者は、保有個人情報を取り扱う所掌事務又は業務の状況に応じて、当該保有個人情報の利

用、保管その他の取扱いの状況について職員に記録させるものとする。 

（廃棄に必要な措置） 

第10条 保護管理者は、保有個人情報が記録されている文書（次項の電磁的記録媒体を除く。）又は電

磁的記録であって保存期間が満了したものについて、廃棄するものとする。 

２ 保護管理者は、保有個人情報が記録されている電磁的記録媒体を廃棄しようとするときは、当該保

有個人情報の復元することができない方法により確実に行うものとする。 

３ 保護管理者は、保有個人情報が記録されている文書の廃棄の業務を委託（２以上の段階にわたる委

託（以下「再委託」という。）を含む。以下この項において同じ。）する場合には、当該委託に係る

業務の委託先において当該廃棄が確実に行われていることを確認するものとする。 

 

   第４章 情報システムにおける保有個人情報の安全管理 

 （情報システムの適正な管理の確保） 

第11条 保護管理者は、保有個人情報を取り扱う情報システムを構築し、又は情報システムにおいて保

有個人情報を利用するに当たっては、情報システムにおける電磁的記録の適切な保持並びに情報シス

テムの安全性及び信頼性の確保のため講じられている方針及び基準を遵守するものとする。 

２ 保護管理者は、次に掲げる措置について情報システムにおける前項の方針及び基準を遵守すること

により、保有個人情報の安全管理を図るものとする。 

(1) 情報システムに接続する権限の設定のための措置 

(2) 情報システムの接続状況の記録及び監視のための措置 

(3) 情報システムへの不正な接続を防止するための措置 

(4) 情報システムに接続する機器等の安全管理のための措置 

(5) 情報システムに接続する機器等を設置する区域の安全管理のための措置 

(6) その他情報システムで取り扱う保有個人情報の安全管理のために必要な措置 

 （情報システムに接続する機器及び入力する情報の取扱い） 

第12条 職員は、情報システム管理者が許可するときを除き、保有個人情報を取り扱う情報システムに

接続する機器を庁外へ持ち出すこと、又は庁外から持ち込んだ機器を当該情報システムに接続するこ

とをしてはならない。 

２ 職員は、情報システムに接続する機器の使用に当たっては、保有個人情報が当該職員以外の第三者

に閲覧されることがないよう、必要な措置を講じて使用するものとする。 

３ 職員は、情報システムで取り扱う保有個人情報を情報システムに入力するに当たって、入力する保

有個人情報を十分に照合して入力処理を行い、入力処理を行った当該保有個人情報の内容を情報シス

テムにおいて確認する取り扱いを行うものとする。 

 

第５章 保有個人情報の提供及び業務の委託等 
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 （保有個人情報等の提供） 

第13条 保護管理者は、個人情報保護法第69条第２項第３号及び第４号の規定に基づき行政機関等以外

の者に保有個人情報を提供する場合、個人情報保護法第70条の規定に基づき、次に掲げる措置を講ず

るものとする。 

(1) 提供先における利用目的、利用する業務の根拠法令、利用する記録範囲及び記録項目、利用形態

等について原則として書面（電磁的記録を含む。以下同じ。）を取り交わすこと。 

(2) 前号の書面を取り交わすに当たって、提供先の措置状況を確認する必要がある場合、提供先に対

して行う調査等の措置 

(3) 前号の調査等の結果に応じて提供先に対して改善を求める措置 

２ 保護管理者は、個人情報保護法第69条第２項第３号の規定に基づき他の行政機関等に保有個人情報

を提供する場合において、必要があると認めるときは、個人情報保護法第70条の規定に基づき、前項

各号に掲げる措置を講ずるものとする。 

 （業務の委託等） 

第14条 保護管理者は、個人情報の取扱いに係る業務を委託する場合には、当該委託の業務に係る委託

先において個人情報を適切に取り扱わせるため、次に掲げる事項をその内容に含む当該委託に係る契

約を締結し、当該事項に基づき当該委託に係る個人情報の取扱いに係る業務を確認するものとする。 

 (1) 取扱いを委託する個人情報の範囲及び当該個人情報の適法かつ公正な手段による収集の義務 

(2) 個人情報に関する秘密保持、利用目的以外の目的のための利用の禁止等の義務 

(3) 個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の安全管理措置 

(4) 個人情報の複製等の制限、個人情報の消去、廃棄等に関する事項 

(5) 委託先における責任者及び事務従事者の管理体制及び実施体制の報告に関する事項 

 (6) 再委託の制限又は事前承認等再委託に係る条件に関する事項 

 (7) 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任その他必要な事項 

 (8) 契約内容の遵守状況についての定期的報告に関する事項及び委託先における委託された個人情報

の取扱状況を把握するための監査等に関する事項（再委託先の監査等に関する事項を含む。） 

２ 保護管理者は、保有個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働者

派遣に係る契約において、前項各号に掲げる事項に準じる事項を定めるものとする。 

３ 保護管理者は、保有個人情報の取扱いに係る業務に従事している派遣労働者に対する研修の機会を

講ずるものとする。 

 （取り扱う環境への対応） 

第15条 保護管理者は、デジタル社会形成基本法（令和３年法律第35号）第２条に規定する情報通信技

術を利用した環境において保有個人情報を取り扱う場合、前２条の規定に基づく措置その他の保有個

人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置をとるものとする。 

２ 保護管理者は、保有個人情報が外国において取り扱われる環境にある場合、当該外国の個人情報の

保護に関する制度等を把握した上で、保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じな

ければならない。 

３ 前２項による措置が講じられていない場合には、職員は、保有個人情報を前２項の環境において取

り扱ってはならない。 
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   第６章 安全確保のための対応 

 （研修） 

第16条 総括保護管理者は、保有個人情報の取扱いに従事する職員に対し、保有個人情報の管理及び取

扱いを適切かつ円滑に行うために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要な研修

を行うものとする。 

２ 保護管理者は、前項の研修に職員を積極的に参加させなければならない。 

 （点検及び監査） 

第17条 保護管理者及び保護主任は、その管理する保有個人情報の管理状況について、定期及び臨時に

点検を行い、その結果を監査責任者に報告するものとする。 

２ 監査責任者は、保有個人情報の管理状況について、定期及び臨時に監査を行い、その結果を総括保

護管理者に報告するものとする。 

３ 総括保護管理者は、第１項の点検又は前項の監査の結果を踏まえ、保有個人情報の適切な管理につ

いて必要な措置を講ずるものとする。 

 （漏えい等に対する措置） 

第18条 職員は、保有個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の保有個人情報の安全の確保に係る事態が

生じたときは、直ちに保護管理者又は保護主任に当該事態の状況を報告するとともに、保護管理者又

は保護主任の指示に従い、個人情報保護法第68条第２項各号に該当する場合を除き、本人に対し当該

事態が生じた旨を通知する等被害の拡大を防止するために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 保護管理者は、前項の事態が生じた原因及び被害の状況を調査し、当該調査の結果明らかになった

当該事態の状況を知事及び総括保護管理者に速やかに報告するとともに、当該事態の状況を公表する

ものとする。 

３ 総括保護管理者は、前項の報告を受けたときは、再発の防止のため必要な措置を講ずるものとする。 

４ 総括保護管理者は、第１項の事態が個人情報保護法第68条第１項の規定による報告をしなければな

らないものであるときは、同項の規定による報告及び同条第２項の規定による通知を速やかに行うも

のとする。 

 

   第７章 補則 

 （補則） 

第19条 この規程に定めるもののほか、個人情報の保護に関して必要な事項は、総括保護管理者が別に

定める。 

附 則 

この規程は、令和５年６月１日から適用する。 

  附 則 

この規程は、令和６年４月１日から適用する。 


